
　貴台におかれましては、 平素より同和問題をはじめとするあらゆる人権問題の早
期完全解決を図るために、 各種施策を講じていただき厚く感謝を申し上げます。 
　さて、３３年間に渡り続けられてきました同和対策の特別措置法が平成１４年３
月に失効しましたが、再び、 同和問題に特化しました 「部落差別の解消の推進に関
する法律」が平成２８年１２月に成立しました。 
　先般、 この法律の第６条に規定する部落差別の実態調査が実施され、 昨年６月
に調査結果が公表されましたが、 私どもが主張する 「今や同和問題は完全に解決
の過程にある」ことが証明されました。 
　私どもは、この法律を拡大解釈することなく有効活用することで完全解決に繋げ
ていきたいと思いますが、この 「部落差別の解消の推進に関する法律」、 「ヘイトス
ピーチ解消法」、いずれの法律にも人権が侵害された場合の被害者の実効性のあ
る救済措置は明記されておらず、 平成２８年４月に施行された「障害者差別解消法」
では既存の機関を活用するとされており、 また、 「男女共同参画基本法」 の条文に
は、 人権が侵害された場合における被害者の救済を図るために必要な措置を講じる
ようとの記載がありますが、 「人権擁護法案」 が成立する前提であったことで実現に
は至っていません。 
　一方、国連の規約人権委員会、女子差別撤廃委員会、 人種差別撤廃委員会など
からも、国内人権機構の設置が幾度も勧告が出されていますし、 平成２９年７月に
人種差別撤廃委員会へ提出された政府の第１０回・１１回の報告に対しても、平成３０
年８月に審査があり、 その結果の総括所見が同月に採択されましたが、 同じ内容の
勧告がされました。 
　この総括所見の勧告に対して政府は令和元年９月に、 「人権救済制度の在り方に
ついては、これまでなされてきた議論の状況をも踏まえ、引き続き適切に検討して
いる。 なお、 従前から、 人権擁護に携わる行政機関として法務省に人権擁護局が設
けられており、 その下部機関として、 法務局人権擁護部（全国８箇所）、地方法務
局人権擁護課（全国42箇所）及びこれらの支局（全国２６１箇所）が設けられている。 
さらに、 法務省では、全国で約１４,０００人の法務大臣が委嘱した民間ボランティア
である人権擁護委員と協力して、 人権啓発活動、 人権相談及び人権侵犯事件の調
査救済といった人権擁護活動を行っている」とコメントを提出しているが、法律で
もない訓令の「人権侵犯事件調査処理規定」 を持ち出しての苦しい言い訳をしてい
ます。 
　また、平成２６年１月に批准書を寄託したことで同年２月１９日から 「障害者権利
条約」 の効力が発生していますが、この条約にも 「条約の実施を促進し、 保護し、 
及び監視するための国内機 構を設置する」 条項があり、 他の条約と同じように実施
状況の国連への報告義務があります。 
　第１回の報告を平成２８年６月に提出されていますが、 国連から令和元年１０月に
この報告に対し、 ３４項目の質問が出され、その中でパリ原則に従った独立した人
権監視の仕組みを設立するためにとられた措置についての情報提供が求められてい
ましたので、勧告されることは予想されましたが、 新型コロナウイルスのまん延から
遅れていた審査が本年の８月２２日・２３日にスイス・ジュネーブの国際連合にて
行われ、 総括所見が９月９日に公開されましたが、やはりパリ原則に基づく国内人権
機関の設置が勧告されました。 
　これらのことを勘案すれば、 パリ原則に準じた簡易・迅速・柔軟に人権救済を
図る目的の国家行政組織法の第３条委員会としての 「人権委員会」 の設置を中心と
する、 平成１４年の第１５４回 国会に閣法として提出された「人権擁護法案」を大
胆に見直し、一日も早い成立を図り、 国内人権機構としての 「人権委員会」 が設置
されますようご尽力を賜りたくお願い申し上げます。
  　　令和４年11月29日
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同和問題の早期完全解決にむけた要望書

１
．「
部
落
差
別
の
解
消
の
推
進
に
関
す
る
法
律
」

に
則
り
、

ア
．
新
た
な
施
策
は
講
じ
ら
れ
る
の
か
。 

イ
．
地
方
公
共
団
体
に
は
ど
の
よ
う
な
指
導
を

さ
れ
る
の
か
。 

ウ
．
部
落
差
別
に
関
す
る
相
談
に
的
確
に
応
じ

る
た
め
の
体
制
の
充
実
は
ど
の
よ
う
に
さ

れ
る
の
か
。 

　
　
　

ま
た
、
地
方
公
共
団
体
へ
は
ど
の
よ
う

な
指
導
を
さ
れ
る
の
か
。 

エ
．
教
育
・
啓
発
の
予
算
は
拡
充
さ
れ
る
の
か
。 

　
　
　

ま
た
、
地
方
公
共
団
体
へ
の
財
政
上
の

措
置
は
拡
充
さ
れ
る
の
か
。 

オ
．
法
務
省
内
外
の
職
員
に
対
す
る
研
修
体
制

や
規
模
は
拡
充
さ
れ
る
の
か
。 

カ
． 

他
の
省
庁
へ
は
ど
の
よ
う
な
指
導
を
さ
れ

る
の
か
。 

キ
．
同
和
問
題
の
最
大
の
壁
で
あ
っ
た
結
婚
に

つ
い
て
の
自
治
体
の
調
査
で
は
、
25
歳
未

満
の
通
婚
率
は
80
％
を
超
え
て
お
り
、
更 

に
、
結
婚
に
際
し
て
全
く
反
対
は
な
か
っ

た
と
す
る
人
が
70
％
に
達
し
て
い
る
こ
と
、 

平
成
５
年
の
全
国
生
活
実
態
調
査
で
も
混

住
率
は
41
・
４
％
で
、 

大
阪
市
の
最
近
の

調
査
で
は
35
％
に
な
り
、
同
和
関
係
者
以

外
の
人
達
が
同
和
地
区
で
は
多
数
に
な
っ

て
い
る
こ
と
。
ま
た
、「
部
落
差
別
解
消
法

の
６
条
調
査
で
実
施
さ
れ
た
一
般
国
民
に

対
す
る
意
識
調
査
で
は
、
部
落
差
別
は
い

ま
だ
に 

あ
る
を
選
択
し
た
人
で
も
、
近
所

の
人
が
、 

旧
同
和
地
区
の
出
身
者
で
あ
る

か
否
か
気
に
な
り
ま
す
か
と
の
問
い
に
、 

気
に
な
る
4.5
％
、
気
に
な
ら
な
い
79
・
８
％

で
、
交
際
相
手
や
結
婚
相
手
が
、
旧
同
和

地
区
の
出
身
者
で
あ
る
か
否
か
気
に
な
り

ま
す
か
の
間 

い
で
は
、
気
に
な
る
15
・

８
％
、 

気
に
な
ら
な
い
57
・
７
％
、 

18
〜
29

歳
に
限
れ
ば
8.3
％
で
し
か
な
い
。 

こ
れ
ら

を
勘
案
す
れ
ば
、
今
や 

同
和
問
題
は
完
全

に
解
決
の
過
程
に
あ
る
と
断
定
で
き
る
こ

と
か
ら
、
今
後
は
マ
イ
ナ
ス
面
で
あ
る
差

別
を
強
調
す
る
の
で
は
な 

く
、
前
記
し
た

解
決
の
過
程
に
あ
る
こ
と
を
示
す
プ
ラ
ス

面
を
強
調
す
る
内
容
の
人
権
教
育
・
啓
発

を
推
進
さ
れ
た
い
。 

　
　
　

な
お
、 

同
じ
く
６
条
調
査
の
一
般
国
民

に
対
す
る
意
識
調
査
で
は
、「
部
落
差
別
に

関
す
る
問
題
を
解
消
す
る
た
め
に
、 

学
校 

教
育
や
啓
発
を
今
後
ど
の
よ
う
に
す
れ
ば

よ
い
と
思
い
ま
す
か
」
と
の
問
い
で
は
、 

「
や
る
べ
き
で
あ
る
が
、 

方
法
や
内
容
を
変 

え
る
べ
き
で
あ
る
」 

に
回
答
し
た
人
が
37
・

６
％
と
一
番
多
か
っ
た
こ
と
も
考
慮
さ
れ

た
い
。 

　
　
　

ま
た
、啓
発
冊
子
の 「
人
権
の
擁
護
」 

は
、 

令
和
４
年
度
版
か
ら
６
条
調
査
の
結
果
を

踏
ま
え
た
内
容
に
改
め
ら
れ
て
い
る
が
、 

解
決
し
て
い
る
の
か
否
か
が
分
か
り
づ
ら

い
の
で
、
も
う
一
段
の
見
直
し
を
さ
れ
た

い
。 

ク
．
令
和
３
年
の
同
和
問
題
に
関
す
る
人
権
侵

犯
事
件
の
新
規
救
済
手
続
開
始
件
数
が
３

０
８
件
に
な
っ
て
い
る
が
、 

そ
の
人
権
侵

犯
の
内
訳
を
報
告
さ
れ
た
い
。 

ケ
．
部
落
差
別
を
は
じ
め
あ
ら
ゆ
る
差
別
や
虐

待
に
よ
る
人
権
侵
害
の
被
害
者
を
、
簡
易
・

迅
速
・
柔
軟
に
救
済
す
る
新
た
な
人
権 

救

済
制
度
と
し
て
の
「
人
権
委
員
会
」 

を
創

設
さ
れ
た
い
。 

２
．
障
害
を
理
由
と
す
る
差
別
の
解
消
に
関
す
る

法
律
」
が
平
成
28
年
４
月
か
ら
完
全
施
行
さ

れ
た
が
、 

障
害
者
へ
の
差
別
を
な
く 

す
た
め

に
新
た
な
施
策
を
講
じ
ら
れ
る
の
か
。 

　
　
　

ま
た
、
障
害
者
の
雇
用
に
関
し
て
は
、
法

務
省
は
令
和
３
年
６
月
１
日
時
点
に
お
い
て

実
雇
用
率
２
・
85
％
で
、 

法
定
雇
用
率
2.6
％
を

達 

成
し
て
い
る
が
、 

身
体
・
知
的
・
精
神
そ

れ
ぞ
れ
に
非
常
勤
（
非
正
規
）
職
員
で
は
な

く
常
勤
（
正
規
）
職
員
の
雇
用
枠
を
設
け
て

雇
用 

の
促
進
を
図
ら
れ
た
い
。 

３
．「
ヘ
イ
ト
ス
ピ
ー
チ
解
消
法
」 

が
成
立
し
た
が
、 

ヘ
イ
ト
ス
ピ
ー
チ
を
な
く
す
た
め
に
ど
の
よ

う
な
施
策
を
講
じ
ら
れ
る
の
か
。 

　
　
　

ま
た
、
被
害
者
の
救
済
は
ど
の
よ
う
に
さ

れ
て
い
る
の
か
。

４
．
同
和
問
題
の
解
決
を
阻
害
す
る
エ
セ
同
和
行

為
を
な
く
す
た
め
の
施
策
を
拡
充
さ
れ
た
い
。 

　
　
　

ま
た
、
エ
セ
同
和
連
絡
協
議
会
が
中
央
と

都
道
府
県
に
設
置
さ
れ
て
い
る
が
、 

昨
年
の
活

動
状
況
を
報
告
さ
れ
た
い
。

５
．
学
校
に
お
け
る
い
じ
め
問
題
に
つ
い
て
は
、 

「
い
じ
め
防
止
対
策
推
進
法
」 

が
平
成
25
年
６

月
に
成
立
し
、 

同
年
９
月
よ
り
施
行
さ 

れ
て

９
年
が
過
ぎ
た
が
、 

未
だ
に
悲
惨
な
事
件
が
続

い
て
い
る
こ
と
か
ら
、
悲
惨
で
痛
ま
し
い
事

件
を
な
く
す
た
め
に
新
た
な
施
策 

を
講
じ
ら

れ
る
の
か
。

６
．
名
古
屋
出
入
国
在
留
管
理
局
に
収
容
さ
れ
て

い
た
ス
リ
ラ
ン
カ
人
女
性
の
ウ
ィ
シ
ュ
マ
・

サ
ン
ダ
マ
リ
さ
ん
が
昨
年
の
３
月
に
病 

死
し

た
問
題
で
、
ウ
ィ
シ
ュ
マ
・
サ
ン
ダ
マ
リ
さ

ん
の
人
権
を
蔑
ろ
に
す
る
心
無
い
言
動
が

あ
っ
た
と
仄
聞
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、 

入
管
職

員
へ
の
人
権
に
関
す
る
研
修
を
徹
底
さ
れ
た

い
。

７
．
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
に
関
し
て
、
医
療
従

事
者
や
感
染
者
に
対
し
て
差
別
や
偏
見
で
、

嫌
が
ら
せ
や
排
除
が
見
受
け
ら
れ
る
こ
と
か

ら
、
国
民
に
対
す
る
啓
発
活
動
を
強
力
に
推

進
さ
れ
た
い
。 

　
　
　

ま
た
、
ワ
ク
チ
ン
を
接
種
で
き
な
い
人
や

接
種
し
な
い
人
が
差
別
さ
れ
な
い
よ
う
、 

啓
発

活
動
を
推
進
さ
れ
た
い
。

８
．
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
誹
謗
中
傷
に
つ
い
て
の

取
り
扱
い
に
つ
い
て
は
、 

言
論
の
委
縮
を
招
く

こ
と
が
な
い
よ
う
に
、 

削
除
依
頼
な 

ど
は
表

現
の
自
由
に
配
慮
し
、
慎
重
に
行
わ
れ
た
い
。

９
．
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
掲
示
板
や
Ｓ
Ｎ
Ｓ
の
利

用
に
つ
い
て
は
、 

誹
謗
中
傷
を
す
る
こ
と
な
く

正
し
く
利
用
す
る
た
め
、 

情
報
リ
テ
ラ
シ
ー
の

向
上
を
図
る
啓
発
活
動
を
強
化
さ
れ
た
い
。

１
．「
部
落
差
別
の
解
消
の
推
進
に
関
す
る
法
律
」

に
則
り
、

ア
．
新
た
な
施
策
並
び
に
予
算
は
拡
充
さ
れ
る

の
か
。 

イ
．
文
科
省
内
外
の
職
員
と
教
員
に
対
す
る
研

修
体
制
や
規
模
は
拡
充
さ
れ
る
の
か
。 

ま

（
裏
面
へ
つ
づ
く
）

自
由
同
和
会
中
央
本
部

法

務

省

文
部
科
学
省
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た
、 

社
会
教
育
や
家
庭
教
育
な
ど
を
通
し 

て
実
施
さ
れ
る
国
民
に
対
す
る
教
育
啓
発

は
拡
充
さ
れ
る
の
か
。 

ウ
．
同
和
問
題
の
最
大
の
壁
で
あ
っ
た
結
婚
に

つ
い
て
の
自
治
体
の
調
査
で
は
、
25
歳
未

満
の
通
婚
率
は
80
％
を
超
え
て
お
り
、 

更 
に
、
結
婚
に
際
し
て
全
く
反
対
は
な
か
っ

た
と
す
る
人
が
70
％
に
達
し
て
い
る
こ

と
、 

平
成
５
年
の
全
国
生
活
実
態
調
査
で

も
混
住 

率
は
41
・
４
％
で
、
大
阪
市
の

最
近
の
調
査
で
は
35
％
に
な
り
、 

同
和
関

係
者
以
外
の
人
達
が
同
和
地
区
で
は
多
数

に
な
っ
て
い
る
こ 

と
。 
ま
た
、 「
部
落
差

別
解
消
法
」 

の
６
条
調
査
で
実
施
さ
れ
た

一
般
国
民
に
対
す
る
意
識
調
査
で
は
、 

部

落
差
別
は
い
ま
だ
に 

あ
る
を
選
択
し
た

人
で
も
、
近
所
の
人
が
、
旧
同
和
地
区
の

出
身
者
で
あ
る
か
否
か
気
に
な
り
ま
す
か

と
の
問
い
に
、 

気
に
な
る
4.5
％
、
気
に
な

ら
な
い
79
・
８
％
で
、
交
際
相
手
や
結
婚

相
手
が
、
旧
同
和
地
区
の
出
身
者
で
あ
る

か
否
か
気
に
な
り
ま
す
か
の
問 

い
で
は
、

気
に
な
る
15
・
８
％
、 

気
に
な
ら
な
い

57
・
７
％
、 

18
〜
29
歳
に
限
れ
ば
8.3
％
で

し
か
な
い
。 

こ
れ
ら
を
勘
案
す
れ
ば
、
今

や
同
和
問
題
は
完
全
に
解
決
の
過
程
に
あ

る
と
断
定
で
き
る
こ
と
か
ら
、
今
後
は
マ

イ
ナ
ス
面
で
あ
る
差
別
を
強
調
す
る
の
で

は
な
く
、
前
記
し
た
解
決
の
過
程
に
あ
る

こ
と
を
示
す
プ
ラ
ス
面
を
強
調
す
る
内
容

の
人
権
教
育
・
啓
発
を
推
進
さ
れ
た
い
。 

　
　
　

な
お
、
同
じ
く
６
条
調
査
の
一
般
国
民

に
対
す
る
意
識
調
査
で
は
、「
部
落
差
別

に
関
す
る
問
題
を
解
消
す
る
た
め
に
、 

学

校 

教
育
や
啓
発
を
今
後
ど
の
よ
う
に
す

れ
ば
よ
い
と
思
い
ま
す
か
」
と
の
問
い
で

は
、 「
や
る
べ
き
で
あ
る
が
、 

方
法
や
内

容
を
変 

え
る
べ
き
で
あ
る
」 

に
回
答
し

た
人
が
37
・
６
％
と
一
番
多
か
っ
た
こ
と

も
考
慮
さ
れ
た
い
。 

エ. 

大
学
の
教
職
課
程
で
は
人
権
教
育
を
必
須

に
さ
れ
た
い
。 

２
．
奨
学
事
業
に
つ
い
て

ア
．
貧
困
で
進
学
を
断
念
す
る
生
徒
を
な
く
す

た
め
、 

給
付
型
の
制
度
を
拡
充
さ
れ
た

い
。 

　
　
　

ま
た
、
日
本
学
生
支
援
機
構
が
実
施
す

る
奨
学
制
度
の
成
績
条
項
を
撤
廃
し
、 

無

利
子
枠
を
増
や
す
と
と
も
に
、
滞
納
者
が 

増
加
し
て
い
る
こ
と
か
ら
第
２
種
も
所
得

連
動
返
還
方
式
を
導
入
さ
れ
た
い
。 

　
　
　

令
和
６
年
度
か
ら
実
施
さ
れ
る
卒
業
後

の
収
入
に
応
じ
て
返
済
す
る 「
出
世
払

い
」
方
式
は
、 

借
り
入
れ
し
て
い
る
全
学

生
を 

対
象
に
さ
れ
た
い
。 

イ
．
大
阪
市
が
実
施
し
て
い
る
中
学
生
を
対
象

に
し
た
「
塾
代
助
成
事
業
」 

の
よ
う
な
も

の
を
新
た
な
事
業
と
し
て
講
じ
ら
れ
な
い 

か
検
討
さ
れ
た
い
。

３
．
老
朽
化
が
目
立
つ
教
育
集
会
所
に
つ
い
て
、

災
害
復
旧
事
業
と
同
等
の
補
修
・
改
築
が
で

き
る
制
度
を
設
け
ら
れ
た
い
。

４
．「
障
害
者
差
別
解
消
法
」
が
平
成
28
年
の
４

月
か
ら
完
全
実
施
さ
れ
た
が
、

ア
．
こ
の
法
律
を
活
用
し
、
学
校
内
部
の
バ
リ

ア
フ
リ
ー
を
積
極
的
に
推
進
さ
れ
、 

車
イ

ス
を
使
用
す
る
児
童
・
生
徒
も
快
適
に
学 

校
生
活
を
お
く
れ
る
よ
う
、 

イ
ン
ク
ル
ー

シ
ブ
教
育
を
一
層
促
進
さ
れ
た
い
。 

イ
．
障
害
者
差
別
を
な
く
す
た
め
に
、
新
た
な

施
策
は
講
じ
ら
れ
る
の
か
。 

　
　
　

ま
た
、
障
害
者
の
雇
用
に
関
し
て
は
、 

文
部
科
学
省
は
令
和
３
年
６
月
１
日
時
点

に
お
い
て
実
雇
用
率
２
・
70
％
で
、 

法
定

雇
用
率
（
2.6
％
）
を
達
成
し
て
い
る
が
、 

身
体
・
知
的
・
精
神
そ
れ
ぞ
れ
に
非
常
勤 

（
非
正
規
）
職
員
で
は
な
く
常
勤
（
正
規
）

職
員
の
雇
用
枠
を
設
け
て
雇
用
の
促
進
を

図
ら
れ
た
い
。

５
．「
い
じ
め
防
止
対
策
推
進
法
」 

が
平
成
25
年

６
月
に
成
立
し
、 

同
年
９
月
よ
り
施
行
さ
れ

９
年
が
経
過
し
た
が
、
本
年
も
悲
惨
で
痛 

ま
し
い
出
来
事
が
発
生
し
た
。 

平
成
29
年
３

月
に
は
、 「
い
じ
め
防
止
基
本
方
針
」 

も
改

定
さ
れ
、
新
た
に 「
い
じ
め
の
重
大
事
態 

の
調
査
に
関
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」 

も
策
定

さ
れ
た
こ
と
か
ら
、 

法
の
規
定
を
踏
ま
え
地

方
公
共
団
体
や
学
校
で
の
基
本
方
針
の
策 

定
、
組
織
の
設
置
、 
重
大
事
態
へ
の
対
処
等
、 

必
要
な
措
置
を
講
じ
る
よ
う
、
徹
底
し
た
指

導
を
さ
れ
た
い
。 

　
　
　

ま
た
、ス
ク
ー
ル
ロ
イ
ヤ
ー
を
設
置
さ
れ
、

モ
ン
ス
タ
ー
ペ
ア
レ
ン
ト
や
い
じ
め
で
の
重

大
事
態
へ
の
活
用
を
図
ら
れ
た
い
。

６
． 

Ｌ
Ｇ
Ｂ
・
Ｔ
の
性
的
マ
イ
ノ
リ
テ
ィ
に
つ
い

て
、 

平
成
28
年
４
月
に 「
性
同
一
性
障
害
や

性
的
指
向
性
自
認
に
係
る
、 

児
童
生
徒
に 

対
す
る
き
め
細
か
な
対
応
等
の
実
施
等
に
つ

い
て
」（
教
職
員
向
け
）
の
通
知
を
出
さ
れ

て
い
ま
す
が
、 

支
援
体
制
や
相
談
体
制
が
確 

立
さ
れ
る
よ
う
地
方
公
共
団
体
や
学
校
に
強

力
に
指
導
さ
れ
た
い
。 

　
　
　

ま
た
、
理
解
不
足
の
教
職
員
が
多
い
こ
と

か
ら
、 

教
職
員
に
対
す
る
研
修
を
徹
底
さ
れ

た
い
。 

　
　
　

な
お
、
そ
の
際
に
は
、 

差
別
を
過
大
に
強

調
し
た
り
、
行
き
過
ぎ
た
ジ
ェ
ン
ダ
ー
フ

リ
ー
を
絡
め
る
リ
ベ
ラ
ル
系
の
講
師
に
は
注 

意
を
払
わ
れ
た
い
。 

　
　
　

ま
た
、
改
訂
さ
れ
る
学
校
教
員
用
の
手
引

書 「
生
徒
指
導
提
要
」 

に
記
載
す
る
Ｌ
Ｇ
Ｂ

Ｔ
な
ど
性
的
少
数
者
の
児
童
生
徒
へ
の
対
応

に 

つ
い
て
も
注
意
を
払
わ
れ
た
い
。

７
． 

い
じ
め
に
つ
な
が
る
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
掲

示
板
や
Ｓ
Ｎ
Ｓ
の
利
用
に
つ
い
て
は
、 

誹
謗

中
傷
を
す
る
こ
と
な
く
正
し
く
利
用
す
る 

た
め
、情
報
モ
ラ
ル
教
育
を
徹
底
さ
れ
た
い
。

１
．「
部
落
差
別
の
解
消
の
推
進
に
関
す
る
法
律
」

に
則
り
、

ア
．
新
た
な
施
策
は
講
じ
ら
れ
る
の
か
。

イ
．
厚
生
労
働
省
内
外
の
職
員
に
対
す
る
研
修

体
制
や
規
模
は
拡
充
さ
れ
る
の
か
。

　
　
　

ま
た
、
関
係
諸
団
体
や
国
民
に
対
す
る

研
修
体
制
や
規
模
は
拡
充
さ
れ
る
の
か
。

　
　
　

な
お
、
出
先
機
関
に
対
し
て
は
、
ど
の

よ
う
な
指
導
を
さ
れ
て
い
る
の
か
報
告
さ

れ
た
い
。

２
．
同
和
問
題
の
最
大
の
壁
で
あ
っ
た
結
婚
に
つ

い
て
の
自
治
体
の
調
査
で
は
、
25
歳
未
満
の

通
婚
率
は
80
％
を
超
え
て
お
り
、 

更 

に
、

結
婚
に
際
し
て
全
く
反
対
は
な
か
っ
た
と
す

る
人
が
70
％
に
達
し
て
い
る
こ
と
、 

平
成
５

年
の
全
国
生
活
実
態
調
査
で
も
混
住
率
は

41
・
４
％
で
、
大
阪
市
の
最
近
の
調
査
で
は

35
％
に
な
り
、 

同
和
関
係
者
以
外
の
人
達
が

同
和
地
区
で
は
多
数
に
な
っ
て
い
る
こ
と
。

ま
た
、「
部
落
差
別
解
消
法
」 

の
６
条
調
査

で
実
施
さ
れ
た
一
般
国
民
に
対
す
る
意
識
調

査
で
は
、
部
落
差
別
は
い
ま
だ
に
あ
る
を
選

択
し
た
人
で
も
、
近
所
の
人
が
、
旧
同
和
地

区
の
出
身
者
で
あ
る
か
否
か
気
に
な
り
ま
す

か
と
の
問
い
に
、 

気
に
な
る
4.5
％
、 

気
に
な

ら
な
い
79
・
８
％
で
、
交
際
相
手
や
結
婚
相

手
が
、 

旧
同
和
地
区
の
出
身
者
で
あ
る
か
否

か
気
に
な
り
ま
す
か
の
問 

い
で
は
、
気
に

な
る
15
・
８
％
、 

気
に
な
ら
な
い
57
・
７
％
、 

18
〜
29
歳
に
限
れ
ば
8.3
％
で
し
か
な
い
。 

こ

れ
ら
を
勘
案
す
れ
ば
、
今
や 

同
和
問
題
は

完
全
に
解
決
の
過
程
に
あ
る
と
断
定
で
き
る

こ
と
か
ら
、
今
後
は
マ
イ
ナ
ス
面
で
あ
る
差

別
を
強
調
す
る
の
で
は
な 

く
、
前
記
し
た

解
決
の
過
程
に
あ
る
こ
と
を
示
す
プ
ラ
ス
面

を
強
調
す
る
内
容
の
人
権
教
育
・
啓
発
を
推

進
さ
れ
た
い
。 

　
　
　

な
お
、 

同
じ
く
６
条
調
査
の
一
般
国
民
に

対
す
る
意
識
調
査
で
は
、「
部
落
差
別
に
関

す
る
問
題
を
解
消
す
る
た
め
に
、 

学
校 

教

育
や
啓
発
を
今
後
ど
の
よ
う
に
す
れ
ば
よ
い

と
思
い
ま
す
か
」
と
の
問
い
で
は
、 「
や
る

べ
き
で
あ
る
が
、
方
法
や
内
容
を
変 

え
る

べ
き
で
あ
る
」 
に
回
答
し
た
人
が
37
・
６
％

と
一
番
多
か
っ
た
こ
と
も
考
慮
さ
れ
た
い
。

３
．「
障
害
者
差
別
解
消
法
」
が
平
成
28
年
の
４

月
か
ら
完
全
実
施
さ
れ
た
こ
と
で
、

ア
．
新
た
な
施
策
は
講
じ
ら
れ
る
の
か
。

イ
．
す
べ
て
の
公
的
施
設
は
法
律
の
対
象
に
な

る
こ
と
か
ら
、
人
権
の
ま
ち
づ
く
り
の
拠

点
で
あ
る
隣
保
館
を
障
害
者
や
高
齢
者
が 

利
用
し
易
い
よ
う
に
す
る
た
め
、
バ
リ
ア

フ
リ
ー
化
を
一
層
促
進
さ
れ
る
と
と
も

に
、 

運
営
費
の
補
助
に
つ
い
て
は
、 

実
績

や
実 

情
に
応
じ
た
配
分
を
さ
れ
た
い
。 

　
　
　

な
お
、
公
的
施
設
で
あ
る
隣
保
館
は
、

特
定
の
団
体
や
人
達
だ
け
が
利
用
す
る
の

で
は
な
く
、 

あ
ら
ゆ
る
人
達
・
団
体
が
利

用 

で
き
る
オ
ー
プ
ン
な
施
設
に
隣
保
館

が
な
る
よ
う
強
力
な
指
導
を
さ
れ
た
い
。

４
．
公
正
採
用
選
考
人
権
啓
発
推
進
員
を
設
置
す

る
企
業
の
達
成
率
を
報
告
さ
れ
た
い
。 

ま

た
、 

現
在
の
１
０
０
名
以
上
を
50
名
以
上
に 

企
業
の
規
模
を
引
き
下
げ
ら
れ
、 

推
進
員
を

設
置
す
る
企
業
の
数
を
増
や
さ
れ
た
い
。 

　
　
　

な
お
、
推
進
員
に
対
す
る
研
修
の
中
身
を

見
直
し
、 

推
進
員
が
企
業
内
で
ト
ッ
プ
を
は

じ
め
と
す
る
役
員
や
従
業
者
に
、 

同
和
問 

題
を
は
じ
め
と
す
る
あ
ら
ゆ
る
人
権
問
題
を

解
決
す
る
た
め
の
研
修
が
で
き
る
よ
う
情
報

な
ど
も
提
供
さ
れ
た
い
。 

　
　
　

ま
た
、
就
職
活
動
の
面
接
の
際
に
、 

家
族

に
関
す
る
質
問
や
セ
ク
ハ
ラ
ま
が
い
の
質
問

な
ど
、
不
適
切
な
質
問
を
行
っ
て
い
る
企 

業
が
存
在
す
る
こ
と
か
ら
、 

強
力
な
指
導
を

さ
れ
る
と
と
も
に
、 

統
一
応
募
用
紙
を
使
用

す
る
よ
う
徹
底
さ
れ
た
い
。

５
．
就
就
職
差
別
を
な
く
す
取
組
を
強
化
す
る
た

め
に
、Ｉ
Ｌ
Ｏ
第
１
１
１
号
条
約
を
批
准
し
、

国
内
法
を
整
備
さ
れ
、
各
種
施
策
を
拡
充 

さ
れ
た
い
。 

　
　
　

ま
た
、
職
場
で
の
暴
力
や
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト

を
禁
止
す
る
Ｉ
Ｌ
Ｏ
第
１
９
０
号
条
約
も
批

准
し
、 

国
内
法
を
強
化
さ
れ
、 

各
種
施
策
を 

拡
充
さ
れ
た
い
。

６
．
障
害
者
の
雇
用
に
関
し
て
は
、
精
神
障
害
者

も
平
成
30
年
度
か
ら
対
象
に
な
り
、
更
に
法

定
雇
用
率
も
令
和
３
年
３
月
１
日
か
ら
2.3
％ 

に
引
き
上
げ
ら
れ
た
が
、 

令
和
３
年
６
月
１

日
で
の
集
計
で
民
間
企
業
が
達
成
し
た
割
合

は
、
47
・
０
％
と
半
数
に
も
達
し
て
い
な
い

こ
と
か
ら
、
違
反
す
る
企
業
を
な
く
し
、 

障

害
者
の
雇
用
が
一
層
促
進
さ
れ
る
よ
う
指
導

を
徹
底
さ
れ
た
い
。 

　
　
　

ま
た
、 

国
の
機
関
で
の
障
害
者
の
雇
用
に

関
し
て
は
、
令
和
３
年
６
月
１
日
時
点
に
お

い
て
実
雇
用
率
２
・
83
％ 

で
、 

法
定
雇
用

率
2.6
％
を
達
成
し
て
い
て
、 

厚
生
労
働
省
で

も
実
雇
用
率
２
・
91
％
に
な
っ
て
い
る
が
、 

身
体
・
知
的
・
精
神
そ
れ
ぞ
れ
に
非
常
勤 （
非

正
規
）
職
員
で
は
な
く
常
勤
（
正
規
）
職
員

の
雇
用
枠
を
設
け
て
雇
用
の
促
進
を
図
ら
れ

る
と
同
時
に
、
各
省
庁
及
び
関
係
機
関
や
地

方
公
共 

団
体
へ
強
力
な
指
導
を
さ
れ
る
と

と
も
に
、 

精
神
障
害
者
の
雇
用
の
拡
大
を
図

る 「
就
労
パ
ス
ホ
ー
ト
」 

を
促
進
さ
れ
た
い
。

７
．
障
害
者
虐
待
の
防
止
、 

障
害
者
の
擁
護
者
に

対
す
る
支
援
等
に
関
す
る
法
律
が
平
成
24
年

10
月
か
ら
施
行
さ
れ
て
い
る
が
、 

本
法
律
で

は
学
校
及
び
保
育
所
等
や
医
療
機
関
に
つ
い

て
は
、 

通
報
義
務
が
な
い
の
で
、
定
義
の
障

害
者
虐
待
に
加
え
ら
れ
た
い
。

８
．
児
童
虐
待
で
悲
惨
な
事
件
が
続
い
て
い
る
こ

と
か
ら
、 「
児
童
虐
待
防
止
法
」 

と 「
児
童
福

祉
法
」 

が
令
和
元
年
６
月
改
正
さ
れ
、 

令
和

２
年
４
月
か
ら
親
の
体
罰
の
禁
止
と
児
童
相

談
所
の
機
能
が
強
化
さ
れ
た
が
、 

出
頭
や
立

ち
入
り
調
査
を
拒
否
す
る
場
合
に
は
、 

間
髪

を
置
か
ず
積
極
的
に
裁
判
所
の
許
可
状
を
と

り
、 

検
や
捜
索
を
行
い
、
一
時
保
護
で
児
童

の
尊
い
命
を
守
る
よ
う
児
童
相
談 

所
を
指

導
さ
れ
た
い
。 

　
　
　

ま
た
、
児
童
相
談
所
の
職
員
を 「
介
入
」 

と 「
支
援
」
と
に
分
け
ら
れ
る
が
、 

毎
年
増

加
す
る
虐
待
の
件
数
に
職
員
の
人
員
数
が 

追
い
付
い
て
い
な
い
こ
と
か
ら
、 
児
童
福
祉

司
を
大
幅
に
増
員
す
る
と
と
も
に
、 
令
和
６

年
度
に
新
設
さ
れ
る 「
子
ど
も
家
庭
福
祉 

ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
」 

を
将
来
的
に
は
国

家
資
格
に
さ
れ
た
い
。

９
．
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
に
関
し
て
、
医
療
従

事
者
や
感
染
者
に
対
し
て
差
別
や
偏
見
で
、

嫌
が
ら
せ
や
排
除
が
見
受
け
ら
れ
る
こ
と
か

ら
、
国
民
に
対
す
る
啓
発
活
動
を
強
力
に
推

進
さ
れ
た
い
。 

　
　
　

ま
た
、
ワ
ク
チ
ン
を
接
種
で
き
な
い
人
や

接
種
し
な
い
人
が
差
別
さ
れ
な
い
よ
う
に
配

慮
さ
れ
る
と
と
も
に
、 

啓
発
活
動
を
推
進 

さ
れ
た
い
。

１
．「
部
落
差
別
の
解
消
の
推
進
に
関
す
る
法
律
」

に
則
り
、

ア
．
新
た
な
施
策
は
講
じ
ら
れ
る
の
か
。

　
　
　

ま
た
、
新
規
事
業
や
一
般
対
策
に
工
夫

を
加
え
た
事
業
が
あ
れ
ば
報
告
さ
れ
た

い
。

イ
．
国
土
交
通
省
内
外
の
職
員
に
対
す
る
研
修

体
制
や
規
模
は
拡
充
さ
れ
る
の
か
。

　
　
　

ま
た
、
関
係
諸
団
体
や
国
民
に
対
す
る

研
修
体
制
や
規
模
は
拡
充
さ
れ
る
の
か
。

　
　
　

な
お
、
出
先
機
関
に
対
し
て
は
、
ど
の

よ
う
な
指
導
を
さ
れ
て
い
る
の
か
報
告
さ

れ
た
い
。

２
．
同
和
問
題
の
最
大
の
壁
で
あ
っ
た
結
婚
に
つ

い
て
の
自
治
体
の
調
査
で
は
、
25
歳
未
満
の

通
婚
率
は
80
％
を 

超
え
て
お
り
、
更
に
、

結
婚
に
際
し
て
全
く
反
対
は
な
か
っ
た
と
す

る
人
が
70
％
に
達
し
て
い
る
こ
と
、 

平
成
５

年
の
全
国
生
活
実
態
調
査
で
も
混
住
率
は

41
・
４
％
で
、 

大
阪
市
の
最
近
の
調
査
で
は

35
％
に
な
り
、 

同
和
関
係
者
以
外
の
人
達
が

同
和
地
区
で
は
多
数
に
な
っ
て
い
る
こ
と
。 

　
　
　

ま
た
、「
部
落
差
別
解
消
法
」
の
６
条
調

査
で
実
施
さ
れ
た
一
般
国
民
に
対
す
る
意
識

調
査
で
は
、
部
落 

差
別
は
い
ま
だ
に
あ
る
を

選
択
し
た
人
で
も
、
近
所
の
人
が
、
旧
同
和

地
区
の
出
身
者
で
あ
る
か
否
か
気
に
な
り
ま

す
か
と
の
問
い
に
、 

気
に
な
る
4.5
％
、 

気
に

な
ら
な
い
79
・
８
％
で
、 

交
際
相
手
や
結
婚

相
手
が
、 

旧
同
和
地
区
の
出
身
者
で
あ
る
か

否
か
気
に
な
り
ま
す
か
の
問
い
で
は
、 

気
に

な
る
15
・
８
％
、 

気
に
な
ら
な
い 

57
・
７
％
、 

18
〜
29
歳
に
限
れ
ば
8.3
％
で
し
か
な
い
。 

　
　
　

こ
れ
ら
を
勘
案
す
れ
ば
、
今
や
同
和
問
題

は
完
全
に
解
決
の
過
程
に
あ
る
と
断
定
で
き

る
こ
と
か
ら
、
今 

後
は
マ
イ
ナ
ス
面
で
あ

る
差
別
を
強
調
す
る
の
で
は
な
く
、
前
記
し

た
解
決
の
過
程
に
あ
る
こ
と
を
示
す
プ 

ラ

ス
面
を
強
調
す
る
内
容
の
人
権
教
育
・
啓
発

を
推
進
さ
れ
た
い
。 

　
　
　

な
お
、 

同
じ
く
６
条
調
査
の
一
般
国
民
に

対
す
る
意
識
調
査
で
は
、 「
部
落
差
別
に
関

す
る
問
題
を
解
消 

す
る
た
め
に
、 

学
校
教

育
や
啓
発
を
今
後
ど
の
よ
う
に
す
れ
ば
よ
い

と
思
い
ま
す
か
」
と
の
問
い
で
は
、 「
や 

る

べ
き
で
あ
る
が
、 

方
法
や
内
容
を
変
え
る
べ

き
で
あ
る
」 

に
回
答
し
た
人
が
37
・
６
％
と

一
番
多
か
っ
た
こ 

と
も
考
慮
さ
れ
た
い
。

３
．
同
和
向
け
公
営
・
改
良
住
宅
に
つ
い
て

ア
．
今
後
の
展
望
を
示
さ
れ
た
い
。

イ
．
応
能
応
益
の
家
賃
制
度
を
実
施
す
る
よ
う

地
方
公
共
団
体
を
強
力
に
指
導
さ
れ
る
と

と
も
に
、
家
賃
の
滞
納
を
な
く
す
取
り
組

み
を
強
化
す
る
よ
う
地
方
公
共
団
体
を
厳

し
く
指
導
さ
れ
た
い
。

ウ
．
若
年
層
が
転
出
し
、 

急
激
な
高
齢
化
が
進

む
な
か
、 

一
般
に
開
放
し
、 

公
募
制
を
取

り
入
れ
、 

若
年
層 

を
取
り
込
む
た
め
の

施
策
と
し
て
、 

同
居
親
族
要
件
や
収
入
基

準
を
緩
和
し
、 

例
え
ば
、 

単
身
者
や
新
婚 

家
庭
及
び
妊
婦
が
い
る
家
族
を
優
先
す
る

と
と
も
に
、
家
賃
の
割
引
を
す
る
な
ど
よ

り
一
層
の
混
住
化
を 

図
る
、
新
た
な
制

度
を
考
慮
さ
れ
た
い
。

エ
．
建
替
え
を
行
う
場
合
に
は
、
単
純
な
建
替

え
で
は
な
く
、
民
活
を
利
用
す
る
な
ど
し

て
、
低
所
得
者
だ
け
の
地
域
と
い
う
イ

メ
ー
ジ
を
払
拭
す
る
た
め
、
バ
ラ
ン
ス
の

と
れ
た
ま
ち
づ
く
り
に
さ
れ
た
い
。

　
　
　

ま
た
、
財
政
規
模
が
小
さ
く
単
純
な
建

て
替
え
し
か
選
択
が
な
い
地
方
公
共
団
体

に
は
、
特
段
の
配
慮
を
さ
れ
た
い
。

オ
．
払
い
下
げ
が
積
極
的
に
促
進
さ
れ
る
よ
う

地
方
公
共
団
体
を
指
導
さ
れ
た
い
。

カ
．
公
営
・
改
良
住
宅
の
管
理
を
未
だ
に
地
区

の
自
治
会
や
運
動
団
体
の
役
員
に
任
せ
て

い
る
地
方
公
共
団
体
が
あ
る
が
、
混
住
化

の
促
進
や
不
正
行
為
を
な
く
す
た
め
、
地

方
公
共
団
体
が
管
理
・
運
営
す
る
よ
う
強

力
な
指
導
を
さ
れ
た
い
。

５
．「
障
害
者
差
別
解
消
法
」
が
平
成
28
年
の
４

月
か
ら
完
全
実
施
さ
れ
た
こ
と
で
、

ア
．
新
た
な
施
策
は
講
じ
ら
れ
る
の
か
。

イ
．
こ
の
法
律
の
施
行
を
機
会
に
バ
リ
ア
フ

リ
ー
を
一
層
促
進
し
、
障
害
者
や
高
齢
者

と
共
生
で
き
る
ノ
ー
マ
ラ
イ
ゼ
イ
シ
ョ
ン

を
達
成
さ
れ
た
い
。

ウ
．
公
的
施
設
な
ど
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
は
義
務

に
な
る
が
、
民
間
の
施
設
は
努
力
義
務
な

の
で
、
民
間
施
設
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
が

よ
り
一
層
促
進
さ
れ
る
よ
う
、「
新
バ
リ

ア
フ
リ
ー
法
」（
高
齢
者
、
障
害
者
等
の

移
動
等
の
円
滑
化
の
促
進
に
関
す
る
法

律
）
の
改
正
を
も
視
野
に
入
れ
、
施
策
や

予
算
の
拡
充
を
さ
れ
た
い
。

エ
．
障
害
者
の
雇
用
に
関
し
て
は
、国
土
交
通

省
は
令
和
３
年
６
月
１
日
時
点
に
お
い
て

実
雇
用
率
２
・
85
％
で
、法
定
雇
用
率
2.6
％

を
達
成
し
て
い
る
が
、 

身
体
・
知
的
・
精
神

そ
れ
ぞ
れ
に
非
常
勤（
非
正
規
）職
員
で
は 

な
く
常
勤（
正
規
）職
員
の
雇
用
枠
を
設
け

て
雇
用
の
促
進
を
図
ら
れ
た
い
。

厚
生
労
働
省

国
土
交
通
省
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